
１．研究の概要
　近年，我が国の農林水産業は，国際競争力強化や
国内需要喚起をテコとした活性化や雇用創出が求め
られています。しかしながら，その起点となるべき
技術はあるものの，それが必ずしも産業振興に繋
がっていないという指摘もあります。中央省庁や地
方自治体が政策的に推進・支援しているものの，地
域限定かつ短期の市場形成にとどまっている事例が
少なくないからです。
　そこで，本プロジェクトでは，「医食農」の観点
から，以下の３つの産業分野の事業戦略をテーマに
調査研究を進めています。ここでの特徴は，農林水
産領域では従来使われていなかった「ビジネスモデ
ル関連の概念群（商品形態，事業業態，産業生態，
知財マネジメント等）」を用いて研究を行っている
ことです。

（１）生物由来の機能性素材の生産・加工技術を起
点とした産業

（２）閉鎖系農林漁場（代表例は「植物工場」）に関
する技術を起点とした産業

（３）農林水産物の生産・加工等に関する技術を起
点とした産業

　今回は，この内（１）について，その概要をお伝
えします。

２．機能性食材のビジネスモデルの難点と
その克服

　現在，地域の農林水産物から機能性素材を抽出
し，その機能性を謳う地域名産品（主として食材）
を生産・加工・販売することが「地域興し」の手法
として活用されています。
　事業戦略的に重要な点は，機能性素材には新規物
質と既知物質があり，それぞれに適したビジネスモ
デルとそれを支える知財マネジメントが異なること
です。
★新規物質のビジネスモデルと知財マネジメント
　新規物質は通常，古典的なビジネスモデルや知財
マネジメントを採用します。
　新機能を有する未知物質の発見や人工的開発がで

きれば，その物質自体を権利化し（物質特許），そ
れを含んだ製品を商品とするビジネスを行います。
つまり，「技術を製品に実装し，その製品を製造し，
直接対価取引で販売する」古典的ビジネスモデルを
採用するわけです。この典型が医薬品です。
　医薬品では，物質特許によって法的参入障壁を築
き，他の追随を許さないようにします。加えて，周
辺特許（製剤特許，用途特許，製法特許等）の「合
わせ技」や「連続技」を用いて「古典的知財マネジ
メント」を展開すれば，一定期間は排他的な独占市
場を形成することができます。
★既知物質のビジネスモデルと知財マネジメント
　しかし，物質が既知の場合，物質特許が取得でき
ません。そのため，たとえ製品＝商品が大ヒットし
たとしても，他社が容易に模倣品で追随できます。
そのため，価格競争に陥りやすくなります。そうな
ると，過当競争を導き，参入した企業が共倒れする
リスクが生じます。
　物質特許が取得できないならば，製法特許を取得
したらどうなるでしょうか？これはかなりリスキー
です。特許は技術開示との引き替えに法的権利を得
ることですから，製法特許を出願すると製造ノウハ
ウを開示してしまうことになるからです。
　新規物質の場合は，物理的に同定できるので模倣
品の権利侵害を発見しやすいのですが，既知物質の
場合は，製品だけみても，自社と他社の製法を峻別
しにくいので，模倣だという証明は極めて困難とな
ります。そのため権利侵害の警告や訴訟はなかな
か行えません。つまり，製法特許による技術開示
は「敵に塩を送る」ことになりかねないのです。そ
こで，他社にマネされては困る技術・ノウハウ部分
は特許化せずに，あえて秘匿しておくことが原則と
なります。ビジネスモデル的には，どこまでを開示

（オープン）するか，どこまでを秘匿（クローズ）
するかというオープン＆クローズ戦略を事前にしっ
かりデザインすることが重要になるのです。
　既知物質で役立つのは用途特許です。ある特定用
途で使うことを権利化するのですから，侵害を発見
しやすく（ポリスファンクション），法的に訴える
こと（エンフォースメント）が効きやすくなります。

農林水産政策科学研究委託事業
農産物の機能性等に関わる農林水産技術を活かした事業・産業を
形成するために必要とされるビジネスモデル，ならびにその産業
形成を促進・支援する政策の在り方に関する調査研究
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　このコーナーでは，新たな視点や長期的な視野に立った政策研究を推進するために実施している，大
学，シンクタンク等の幅広い知見を活用した提案公募型の研究委託事業の成果の概要を紹介します。
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３．地域の産学連携が陥る罠とその克服 
　本調査研究では，多くの事例の中から特に３事例
について深く調査研究を行いました。この内２つ
は，既知物質を量産可能とした画期的な製法が元ネ
タです。どちらの大学も，多額の公的資金を得て，
民間企業へ事業化を展開した事例です。いずれも，
当初に事業化を意識していなかったことに加え，ビ
ジネスモデルと知財マネジメントの基本を関係者が
ご存じなかったために，いくらお金を投じても思う
ような効果がでない事態になってしまっていまし
た。現在も，事業を立て直すために大変に苦労をさ
れています。
　多くの産学連携事例には，以下のような共通の問
題点があります。
●初期段階で事業化を意識せずに，製法特許を取得
し，その製法技術を開示してしまう（そのため，模
倣品・追随品の参入を許す状況を自ら作ってしま
う）。なぜ製法特許を出願したかというと，産学官
連携事業では特許出願件数を評価対象としているた
め，出願数を増やすために，事業的には秘匿すべき
技術の開示も行ってしまう（特許という手段を自己
目的化してしまう），等々。
●初期段階でビジネスモデル，特に地域産業の中核
をどこに置き，またそこへ周辺の事業者が乗るプ
ラットフォームをどのように形成するか，について
検討をしていない（そのため，肝心の生産上の基
幹技術が県外に流出してしまう）。また当該ビジネ
スに経験のない地元事業者に頼ったため，結局は
地元に落ちるお金が極めて限定的になってしまう，
等々。
　つまり，大学等の研究機関における技術開発にお
いても，ビジネスモデルと知財マネジメントを事前
に計画的かつ周到に行うことが求められるのです。
また，省庁が研究開発補助を行う場合には，特許件
数自体を自己目的化せず，権利化における情報開示
の影響について十分に事前検討を行うことが肝要で
す。特に，地域自治体は，地元事業者を中心として
どのような地域産業モデルを形成するのか，その検
討を事前に十分行えなければなりません。そのため
の人財育成も急務です。
★地域中小企業の成功事例
　３番目の事例は，地方の中小企業H社のもので
す。研究開発の最初からビジネスモデルと知財マネ
ジメントを工夫して，独占的な市場を形成して，い
わば「グローバルニッチ」事業を展開した好事例で
す。
　例えば，同社は，デンプンから機能性糖質を作る
際に必要な，酵素使用条件のノウハウや，酵素を作
り出す最適な微生物を秘匿（クローズ）するという
知財マネジメントを徹底することで参入障壁の形成
に成功しています。
　さらに，H社の機能性糖質はほとんどが既知物質

ですが，その食品加工の用途特許を他社からも実施
許諾を取得しています。つまり，自社のみによる

「パテントプール化」を形成したのです。
　これによって，一方で，自社の特許群を形成し，
参入障壁を構築しています（クローズド領域の形成
による収益確保）。同時に他方で，この用途特許の
傘の下で，多くの食品メーカーが同社から購入した
素材を利用して自由に加工食品開発を行えるように
しています（オープン領域の確保による市場形成の
加速化）。
　この「オープン&クローズ戦略」は，現在エレク
トロニクス業界では通常見られるモデルです。それ
を地域の中小食品産業で行っていたことは特筆に値
します。

第１図　酵素使用製品の「クローズ領域」の形成

第２図　用途特許を用いた「オープン＆クローズ戦
略」

４．むすび
　このように，従来適切なビジネスモデル形成が難
しいと言われていた既知の機能性素材（食材）にお
いても，医薬品などのビジネスモデルや知財マネジ
メントに近似するモデルが可能なことが分かりまし
た。このモデルを参考にすれば，たとえ地域の産官
学連携事業や中小企業だったとしても，事業の成功
確率を一気に高めることが可能となります。このよ
うなビジネスモデルと知財マネジメントの基本をぜ
ひ，多くの関係者に学んでいただきたいものです。

開示範囲

最初に
発見した菌

特許微生物は，
公的機関への
寄託･分譲（≒
公開）が必要

使用条件（順
番，温度，タ
イミング等）
はノウハウ
秘匿

（クローズ）

酵素は
自家生産
自家消費

改良した
高生産性菌

秘匿範囲

改良技術

酵素

糖類でんぷん

生産性小

酵素

糖類でんぷん

<<　生産性大

培養技術

A社 B社

X社 Y社 Z社 E社
F社

C社

C社，D社などは競合関係

D社 E社 F社

サブライセンス
契約可能な形にしておく

電機･機械産業の「パテントプール」に近い形→1社パテントプール化
医薬品とは異なり，最終商品メーカーは用途開発が自由にしやすい

通常実施権
許諾

ハブモデル クローズド領域の形成
自社収益の確保
ノウハウ蓄積

オープン領域の確保
市場形成の促進

自社
素材
（糖類）

クロス
ライセンス

No.60 7





アクセシビリティレポート





		ファイル名 : 

		140725_pr60_04.pdf









		レポートの作成者 : 

		



		組織 : 

		







[環境設定／ユーザー情報ダイアログで個人と組織の情報を入力します。]



概要



文書のアクセシビリティの完全性を損なう可能性がある問題点が検出されました。





		手動チェックが必要: 2



		手動チェックに合格: 0



		手動チェックに不合格: 0



		スキップ: 2



		合格: 13



		不合格: 15







詳細レポート





		文書





		ルール名		ステータス		説明



		アクセシビリティ権限フラグ		合格		アクセシビリティ権限フラグの設定が必要



		画像のみの PDF		合格		文書が画像のみの PDF ではない



		タグ付き PDF		不合格		文書がタグ付き PDF である



		論理的な読み上げ順序		手動チェックが必要		文書構造により論理的な読み上げ順序が決まる



		優先言語		合格		テキスト言語の指定



		タイトル		合格		文書のタイトルがタイトルバーに表示されている



		しおり		スキップ		大きい文書にしおりが存在する



		色のコントラスト		手動チェックが必要		文書の色のコントラストが適切である



		ページコンテンツ





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きコンテンツ		不合格		すべてのページコンテンツがタグ付けされている



		タグ付き注釈		合格		すべての注釈がタグ付けされている



		タブの順序		不合格		タブの順序と構造の順序が一致している



		文字エンコーディング		合格		確実な文字エンコーディングの指定



		タグ付きマルチメディア		合格		すべてのマルチメディアオブジェクトがタグ付けされている



		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない



		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし



		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない



		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない



		フォーム





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きフォームフィールド		合格		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている



		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある



		代替テキスト





		ルール名		ステータス		説明



		図の代替テキスト		不合格		図に代替テキストが必要



		ネストされた代替テキスト		不合格		読み上げられない代替テキスト



		コンテンツに関連付けられている		不合格		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある



		注釈を隠している		不合格		代替テキストが注釈を隠していない



		その他の要素の代替テキスト		不合格		代替テキストが必要なその他の要素



		テーブル





		ルール名		ステータス		説明



		行		不合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある



		TH と TD		不合格		TH と TD が TR の子である必要がある



		ヘッダー		不合格		テーブルにヘッダーが必要



		規則性		不合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある



		概要		スキップ		テーブルに概要が必要



		箇条書き





		ルール名		ステータス		説明



		箇条書き項目		不合格		LI は L の子である必要がある



		Lbl と LBody		不合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある



		見出し





		ルール名		ステータス		説明



		適切なネスト		不合格		適切なネスト










先頭に戻る

